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关于扩大全额退还增值税留抵税额政策 

行业范围的公告 

财政部 税务总局公告 2022 年第 21 号 

 

 

  为进一步加大增值税留抵退税政策实施力度，

着力稳市场主体稳就业，现将扩大全额退还增值税

留抵税额政策行业范围有关政策公告如下： 

 

 

 

  一、扩大全额退还增值税留抵税额政策行业范

围，将《财政部 税务总局关于进一步加大增值税

期末留抵退税政策实施力度的公告》（财政部 税

务总局公告2022年第14号，以下称2022年第14号公

告）第二条规定的制造业等行业按月全额退还增值

税增量留抵税额、一次性退还存量留抵税额的政策

范围，扩大至“批发和零售业”、“农、林、牧、

渔业”、“住宿和餐饮业”、“居民服务、修理和

其他服务业”、“教育”、“卫生和社会工作”和

“文化、体育和娱乐业”（以下称批发零售业等行

业）企业（含个体工商户，下同）。  

 

 

 

  （一）符合条件的批发零售业等行业企业，可

以自2022年7月纳税申报期起向主管税务机关申请

退还增量留抵税额。  

 

 

  （二）符合条件的批发零售业等行业企业，可

以自2022年7月纳税申报期起向主管税务机关申请

一次性退还存量留抵税额。  

 

 

  二、2022年第14号公告和本公告所称制造业、

批发零售业等行业企业，是指从事《国民经济行业

分类》中“批发和零售业”、“农、林、牧、渔业”、

“住宿和餐饮业”、“居民服务、修理和其他服务

业”、“教育”、“卫生和社会工作”、“文化、

体育和娱乐业”、“制造业”、“科学研究和技术

服务业”、“电力、热力、燃气及水生产和供应业”、

“软件和信息技术服务业”、“生态保护和环境治

理业”和“交通运输、仓储和邮政业”业务相应发

生的增值税销售额占全部增值税销售额的比重超

过50%的纳税人。  

 

 

 

  上述销售额比重根据纳税人申请退税前连续

12个月的销售额计算确定；申请退税前经营期不满

12个月但满3个月的，按照实际经营期的销售额计

増値税控除未済税額全額還付政策の 

業種範囲拡大に関する公告 

財政部 税務総局公告 2022 年第 21 号 

 

 

増値税控除未済税額還付政策の実施度合をさ

らに強化し、市場主体の保護・就業の安定化に注

力するため、ここに増値税控除未済税額全額還付

政策の業種範囲拡大に関する政策について以下

の通り公告する： 

 

一、増値税控除未済税額全額還付政策の業種範

囲を拡大し、≪財政部 税務総局：増値税期末控

除未済税額還付政策の実施強化に関する公告≫

（財政部 税務総局公告 2022 年第 14 号、以下、

2022 年第 14 号公告）第二条の規定する製造業等

の業種の増値税の増加分控除未済税額の月次全

額還付・既存分の控除未済税額の一括還付の政策

範囲を、「卸売および小売業」・「農業・林業・牧

畜業・漁業」・「宿泊および飲食業」・「民生サービ

ス・修理およびその他サービス業」・「教育」・「衛

生および社会業務」および「文化・スポーツおよ

び娯楽業」（以下、卸売/小売業等の業種）の企業

（個人事業主を含む、以下同様）まで拡大する。

 

（一）条件に合致する卸売/小売業等の業種の

企業は、2022 年 7 月の納税申告期間より主管税務

機関に増加分の控除未済税額の還付を申請する

ことができる。 

 

（二）条件に合致する卸売/小売業等の業種の

企業は、2022 年 7 月の納税申告期間より主管税務

機関に既存分の控除未済税額の一括還付を申請

することができる 

 

二、2022 年第 14 号公告および本公告でいう製

造業・卸売/小売業等の業種の企業とは、≪国民経

済業種分類≫における「卸売および小売業」・「農

業・林業・牧畜業・漁業」・「宿泊および飲食業」・

「民生サービス・修理およびその他サービス

業」・「教育」・「衛生および社会業務」・「文化・ス

ポーツおよび娯楽業」・「製造業」・「科学研究およ

び技術サービス業」・「電力・熱力・ガスおよび水

の生産および供給業」・「ソフトウェアおよび IT 

サービス業」・「生態保護および環境ガバナンス

業」および「交通運輸・倉庫保管および郵政業」

の業務への従事に相応して発生した増値税売上

額の全増値税売上額に占める比率が 50％を超過

する納税者を指す。 

上述の売上額の比率は、納税者の税還付申請前

連続 12ヶ月の売上額に基づき計算して確定する；

税還付申請前の経営期間が12ヶ月未満かつ満3ヶ
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算确定。  

 

 

  三、按照2022年第14号公告第六条规定适用

《中小企业划型标准规定》（工信部联企业〔2011〕

300号）和《金融业企业划型标准规定》（银发〔2015〕

309号）时，纳税人的行业归属，根据《国民经济

行业分类》关于以主要经济活动确定行业归属的原

则，以上一会计年度从事《国民经济行业分类》对

应业务增值税销售额占全部增值税销售额比重最

高的行业确定。  

 

 

 

  四、制造业、批发零售业等行业企业申请留抵

退税的其他规定，继续按照2022年第14号公告等有

关规定执行。  

 

 

  五、本公告第一条和第二条自2022年7月1日起

执行；第三条自公告发布之日起执行。  

 

 

  各级财政和税务部门要坚决贯彻党中央、国务

院决策部署，按照2022年第14号公告、《财政部 税

务总局关于进一步加快增值税期末留抵退税政策

实施进度的公告》（财政部 税务总局公告2022年

第17号）、《财政部 税务总局关于进一步持续加

快增值税期末留抵退税政策实施进度的公告》（财

政部 税务总局公告2022年第19号）和本公告有关

要求，在纳税人自愿申请的基础上，狠抓落实，持

续加快留抵退税进度。同时，严密防范退税风险，

严厉打击骗税行为。  

 

 

 

 

  特此公告。    

 

财政部 税务总局 

2022年6月7日 

月の場合、実際の経営期間の売上額に基づき計算

して確定する。 

 

三、2022 年第 14 号公告第六条の規定に基づき

≪中小企業類型区分基準規定≫（工信部聯企業

[2011]300 号）および≪金融業企業類型区分基準

規定≫（銀発[2015]309 号）を適用する場合、納

税者の帰属業種は、≪国民経済業種分類≫の主要

経済活動に基づく帰属業種確定の関連原則に基づ

き、前会計年度の≪国民経済業種分類≫に対応する

業務への従事に係る増値税売上額の全増値税売上

額に占める比率が最も高い業種に基づき確定す

る。 

 

四、製造業・卸売/小売業等の業種の企業の控

除未済税額の還付申請に関するその他の規定は、

引き続き 2022 年第 14号公告などの関連規定に基

づき執行する。 

 

五、本公告第一条および第二条は、2022 年 7 月

1 日より執行する；第三条は公告の公布日より執

行する。 

 

各級の財政および税務部門は、中国共産党中央

委員会・国務院の決定・取り決めを断固として徹

底し、2022 年第 14 号公告・≪財政部 税務総局：

増値税期末控除未済税額還付政策実施の進捗加

速に関する公告≫（財政部 税務総局公告 2022 年

第 17 号）・≪財政部 税務総局：増値税期末控除

未済税額還付政策実施の進捗加速継続に関する

公告≫（財政部 税務総局公告 2022 年第 19 号）

および本公告の関連要求に基づき、納税者の自主

的な申請を基礎として、実現に努め、控除未済税

額還付の進捗加速を継続しなければならない。同

時に、税還付のリスクを厳密に防止し、税金詐取

行為を厳格に取り締まらなければならない。 

 

特にここに公告する。 

 

財政部 税務総局

2022 年 6 月 7日

 


